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　都道府県における地域リハ支援体制整備状況の
推移をみると、実施都道府県は2003～2005年を
ピークにその後低迷するも、2021年時点では、支
援体制が整備されている都道府県は40か所と、再
び増加傾向にある。

現在～2040年
地域リハは何をめざし発展すべきか

　最後に、地域リハの未来を考えてみる。私はこ
こを「発展期」とした。ご承知のように、これか
らの20年は超高齢化がさらに進み、医療・介護費
が増え続けるなかで、生産年齢人口は減少し、税
収が少なくなることは明確である。
　ここで世界の「人助け指数」と「社会的孤立」
に関する興味深いデータを紹介したい。寄付、ボ
ランティアを含む人助けをする人の割合が、日本
は114か国中最下位だという。同様に「社会的孤
立」状況の調査で、「友人や同僚等と全く／めっ
たに付き合わない」と答えた人の比率も、日本が
圧倒的に高い。海外の調査であり真偽のほどはさ
ておいて、考えさせられる１つの参考資料ではあ
る。
表３は、これまでとこれからの20年間を整理し

たものである。特に、これからは個別性や尊厳の
尊重が重要になるだろう。身体的な支援はある程
度パターン化したものでもいいかもしれないが、
“その人らしさ、個々人の暮らしぶり”にまで関わ

るならば、もっと個
別性を尊重した支援
体制を考えていかな
ければ、これからの
時代に対応できな
い。ここには大きな
課題があると思って
いる。
　澤村・大田両先生
の地域リハへの思い
を私なりに整理させ
ていただくと、澤村
先生は、一環して
「リハ医療だけでな
い、まちづくりも含
めた総合的なリハ

サービスと連携が必要で、そのためには関係する
すべての人たちの連携が重要だ」と述べている。
また、大田先生は「シルバーリハビリ体操指導士
養成事業を通した、県と市町村支援の確立および
指導士の多機能化」をめざしている。お２人とも
地域包括ケアシステムとの連携・連結を唱えている。
　地域包括ケアシステムの構築には、予防から始
まり、急性期、回復期、生活期、終末期とすべて
のステージにおいて多職種がチームで動くこと、
地域全体の縦横の連携が重要であると考える。な
かでも、特に生活期における横の連携・チームづ
くりが、サービスの質の向上、効率性につながる。
　長年、医療介護連携といわれ続けており、だい
ぶ進みつつあるが、地域において誰がどのように
リーダーシップをとっていくかは、今後もっと議
論をすべきだろう。私の実感として、まだまだバ
ラバラで効率が悪いのが現状だと思う。
　重要なのは、地域リハは最終的に何をめざすの
かだろう。地域の諸事業を推進するためにだけ地
域リハのシステムがあるのではない。最終目的
は、地域共生社会の実現、包摂社会の創生にこそ
あるということを、真の意味でご理解いただきたい。
　そのためには、まず実践だ。現在、斉藤正身会
長の旗振りで始まっている「地域リハ塾」にも大
いに期待しつつ、今後の地域リハの発展を見守っ
ていきたい。

■表3 地域リハ・地域包括ケアに関わるこれまでとこれから

• 2010年をピークに人口減少に突入
• 少子高齢化の進行、独居高齢者増加

• 一人当たり社会保障給付費増加、
給付費総額に占める医療費は横這いに

• 医療計画制度の見直し等を通じた
医療機能の分化・連携の推進

• 地域包括ケアシステムの構築

• 諸外国と遜色のないサービスの充実

• 回リハの誕生でリハ提供体制の充実
• リハ専門職の充実
• 介護領域のリハ充実

• 定義や推進システムを提案し
推進するも普遍化には至らず

• さらに人口減、15～64歳の減少著明
• 後期高齢者・独居高齢者さらに増加
• 個人負担を増やすことなしに
給付費の増加は困難か

• 地域医療連携・医療介護連携等、地域
全体のシステムづくり（地域医療構想）
• 地域で自分らしい暮らしを最後まで
継続できる地域包括ケアシステムの構築

• 地域包括ケアの考えに沿って
住民の参画を伴った体制の構築

• 価値観・ライフスタイルの多様化

• 個別性や尊厳を尊重し、その人らしさや
参加を支援できるリハの充実
• かかりつけ医のリハ理解と
地域リハ活用の促進
• 各種事業・活動等を通し、地域共生社会・
包摂社会に向けた活動の展開
• 地域包括ケアを支える地域リハの
位置づけ明確化

これまでの20年間                    これからの20年間

人 口

経済・財政

医療体制

（医療・介護共有）

介護体制

国民の価値観

医療・介護に
おけるリハ

地域リハ

■特集リハビリテーション・ケア合同研究大会 苫小牧 2022 開催報告
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　最初に、菊地尚久座長が、本テーマの設定意
図・背景を説明。菊地座長は、「現在、わが国で
は３人に１人はなんらかの疾患を治療しながら就
労している実情がある。そのなかで、近年、治療
や管理方法の進歩に加え労働環境も変化し、疾患
治療後もいかに就労を継続するかが重要な課題と
なっている。我々リハビリテーションに関わる専
門職は、治療等と社会生活の両立支援を必要とす
る方々に積極的に関わる使命があると思ってい
る」と述べた。

当協会会員施設での
実態調査報告 井手  睦

社会医療法人雪の聖母会
聖マリアヘルスケアセンター 院長

　少子高齢化に歯止めが
かからない現代日本では、慢
性的労働力不足の影響を
受け、いまや多様な労働者
を活用していく方向にシフト
していかざるを得ない現状
にある。この事態を打開する

ためには、現在働いていない人でも働ける環境、さ
らに、現在就労している人が仕事を継続できるため
の環境を整えるしかない。そのための環境整備こそ
が両立支援である。
　2016年に厚生労働省は「事業場における治療と
職業生活の両立支援のためのガイドライン」を発
表したが、そこに書かれた定義は、我々の掲げる
地域リハビリテーションの定義とも合致する。
■両立支援の整備状況・支障要因などを把握
　当協会では、2022年６月に「リハビリテーショ

ン病院・施設における“病気・障がいと仕事の両
立支援”に関する実態調査」（当協会会員、全569
施設を対象とした、メール配信によるアンケート
調査）を実施した。目的は、職員と患者・利用者
双方の両立支援に関する対応状況の実態把握であ
る。計119施設（病院：114、施設：４、診療所：
１）が回答し、回答率は20.9％だった。調査結果
の検討に当たっては、職員数を①300人未満、②
300人以上500人未満、③500人以上――の３群に
分けて行った。
１）労働衛生に関する体制整備状況
　調査によると医師や保健師による過重労働面
談・健康相談を実施している施設は90％（107施
設）。復職プログラムを用意しているのは50％
（59施設）と半数にとどまっていた。今回はプロ
グラムの内容までは確認していないが、その多く
はメンタル不調者への対応ではないかと推測する。
２）職場の体制・制度
　職員の両立支援のために職場が整備している体
制・制度の複数回答結果（図1）では、有休や時
短勤務、病気休暇などが上位となっている。なお、

■図1 職場の体制・制度整備状況（複数回答）

■主催団体シンポジウム2
病気・障がいと仕事の
両立支援
［座長］ 菊地 尚久

社会福祉法人千葉県身体障害者福祉事業団
千葉県千葉リハビリテーションセンター
センター長
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　日本がコロナ禍に陥って２年半、地域リハ推進
委員長として、もどかしいというか、何もできな
かったという責任を感じています。何度も発出さ
れた緊急事態宣言で、これまで築き上げてきた地
域の方々とのつながりは、そのたびに引き裂かれ
てきました。
　2016年、熊本は震度７の地震に２回も見舞われ
たにも関わらず、むしろ地域の方々とのつながり
は強くなりました。皆が寄り添って励まし合い、
地域リハビリテーションも一気に進んだと実感し
ていました。ところがコロナ禍においては、まっ
たく逆のことが起こっています。なぜなのでしょ
う。
　地域リハ推進委員会では、2021年11月24日～12
月10日にアンケート調査を行い、全国で同じよう
に地域とのつながりがうまくいっていないとの結
果を報告しました。コロナがまん延するとコロナ
差別が生じ、高齢者は閉じこもりがちになり、こ
うした生活不活発状態から、認知機能の低下や転
倒骨折が起こった症例を頻繁に経験しています。
　熊本託麻台リハビリテーション病院では、2020
年９月からWEB方式で「感染防止対策教室」を
開催し、これまでに4,569名の方々との新しいつ
ながりをつくってきました。この教室では、感染

防止の基本的なこと、コロナ差別のこと、生活不
活発にならないこと、災害が起きたときにも感染
対策が必要なことの４つをお話ししてきました。
これも新しい地域リハビリテーションではないで
しょうか。
　参加された方々からはいつも、「知らなかっ
た」「役に立った」との声を聞きます。私たち
は、もっと地域の方々と、直接、双方向性の交流
をしなければと感じています。
　現在（2022年９月）、コロナは第７波の真った
だなかで、多くの病院や介護施設はクラスターの
対応に巻き込まれています。しかし、緊急事態宣
言は発出されず、感染のリスクは高いままです
が、地域のつながりは可能となりました。
　さあ、今こそ感染予防をして地域リハビリテー
ションを推進しましょう。これまで考えてきたい
ろいろな感染対策をしながら、地域の方々の理解
を得、地域とのつながりをとり戻しましょう。地
域リハビリテーションに携わる私たちは、いま、
試されていると思います。2023年３月の研修会で
は“新しい地域のつながり－これも地域リハ－“を
テーマに話し合いたいと思っています。皆でアイ
デアを出し合いましょう。私たちは、これからも
地域を守る一員でありたいものです。

巻頭言

平田 好文
日本リハビリテーション病院・施設協会 常務理事

医療法人堀尾会 熊本託麻台リハビリテーション病院 理事長

さあ、感染予防をして
地域リハビリテーション！！
地域とのつながりをもう一度
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